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研究成果の概要（和文）：構造モデルを用いた電力小売市場の実証分析は，二段階で行った．第一段階として，静学的
に枠組みで入札関数を導出し，その結果に基づき，構造推定を行う．第二段階では，以前の落札結果に基づいて，入札
参加企業が背景に持つ供給予定を明示的に考慮しつつ，将来の電力供給に対して入札を行うという意味で，動学的な枠
組みの分析枠組みを提示する．この動学的枠組みにおいても，静学的な枠組みで導出した入札関数を利用している．
また，非線形パネルデータモデルにおける付随パラメーターバイアスの削減については，推定量を漸近展開することで
明示的にバイアス項を提示し，バイアス削減の効果をモンテカルロ実験で確認した．

研究成果の概要（英文）：Empirical studies on the retail power market in Japan in this research project 
are based on two models; a static model and a dynamic model. The static model features the asymmetricity 
in the cost information sharing between agents. Under this assumption, we explicitly derive the bidding 
functions in a mixed strategy equilibrium. Based upon this formulation, we introduce a dynamic setting, 
where the former auction results affect the current biddings, and also derive the bidding strategy in an 
MPBE.
 We also study on the bias reduction methods for nonlinear panel data models with two-way fixed effects, 
and examine the finite sample performance of our method.

研究分野： 計量経済学

キーワード： 構造推定　電力自由化　パネルデータ
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１．研究開始当初の背景 
政策あるいは制度変更に伴う定量的な効果
計測を行う際，経済構造を明示的に取り入れ
た構造推定と呼ばれる政策実験の重要性が
強調されており，産業組織論，労働経済学，
および動学マクロ経済学などの多くの分野
において，構造推定の結果に基づく政策実験
による定量的な政策評価の結果が蓄積され
つつある．構造推定においては，経済主体の
行動や経済環境・制度要因を（未知母数を含
む形で）明示的に定式化し，政策変更に伴い
制度要因が変更されても，構造推定によって
得られた未知母数を用いつつ，モデルの均衡
条件を用いて新たな均衡解を求め直すこと
でし，政策効果の計測が可能となる． 
近年，効率化と衡平性を目的として，従来

は参入が規制されていた市場への参入を認
める施策が多く実施されている．電力という
財に関しても，特定規模の需要家に対しては，
従来独占的に販売してきた電力会社を通さ
ず，直接小売りをすることが 2000 年以降認
められた．小売市場への参入は，既存電力会
社と新規参入者（新電力，あるいは特定規模
電気事業者，PPS）が入札という形で競合す
ることが多い．2011 年の原子力発電所の事故
に伴い，電力の自由化が加速され，その一翼
を担う電力小売入札市場に関する定量的な
実績の蓄積が強く望まれている． 
 
２．研究の目的 
本研究では，前節の背景を踏まえ，電力小売
入札市場の構造モデルを提示し，その推定方
法を提示し，実証的証拠の蓄積に寄与するこ
とを主たる目的としている．また構造モデル
において，観測されない異質性を処理する必
要に迫られるケースが多く，非線形モデルに
おける付随パラメーターの処理に関する分
析方法の確立も必要となるため，一般的な非
線形パネルデータモデルにおける，付随バイ
アスパラメータの削減に関する統計理論の
確立も目的としている． 
 
３．研究の方法 
構造モデルを用いた電力小売市場の実証分
析は，二段階で行った．第一段階として，静
学的に枠組みで入札関数を導出し，その結果
に基づき，構造推定を行う．第二段階では，
以前の落札結果に基づいて，入札参加企業が
背景に持つ供給予定を明示的に考慮しつつ，
将来の電力供給に対して入札を行うという
意味で，動学的な枠組みの分析枠組みを提示
する．この動学的枠組みにおいても，静学的
な枠組みで導出した入札関数を利用してい
る． 
また，非線形パネルデータモデルにおける

付随パラメーターバイアスの削減について
は，推定量を漸近展開することで明示的にバ
イアス項を提示し，それを推定量から差し引
くことでバイアス修正を行う．バイアス削減
の効果をモンテカルロ実験で確認し，実際の

データにも適用する． 
 
４．研究成果 
構造推定による電力小売市場の定量分析の
第一段階として，静学的枠組みにおける入札
モデルに関する考察を深めた．この入札モデ
ルでは，一般電気事業者（以下，電力会社）
と特定規模電気事業者（以下，PPS）の費用
構造の非対称，つまり電力会社の供給費用は
共有知識で，PPS の費用は私的情報である，
という構造を考慮している．この非対称性は，
前者が，実質的には公的な企業として，どの
ような設備を持ち，どのような原料調達を行
い，どの程度の費用で発電しているかという
ことが情報開示等を通じて入札参加者の間
で周知されている実態と，あくまでも PPS 側
がどこから電力を調達し，またどのような発
電計画を持っているかは企業内の私的情報
であることを反映している．この費用構造に
関する非対称性の下で競争入札を行うとき，
以下の図のような混合戦略均衡下の入札戦
略を持つことが示される 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
つまり，右軸（Incumbent＝電力会社）の費
用水準を参照して，Entrant＝PPS は，自分の
入札水準を決める．左軸の PPS の費用水準に
よって入札戦略を分類できる．PPS 費用が領
域 RCでは，自分の費用が高すぎ，負の利潤で
しか入札できない，つまり入札不参加であり，
領域 RBでは，ある入札関数を利潤最大化条件
から導出できる．領域 RAでは，逆に電力会社
の費用が高すぎ，PPS 間の競争のみを考える
ため，通常の第一位価格封印入札方式の入札
関数となる．また，電力会社側は，これまで
の PPS の行動を考慮したうえで，自身の利潤
を最大にする入札分布関数（上限・下限を持
つ入札範囲が図中の中心部の軸となる）を持
つ．以上のように明示的に導出した PPS の入
札関数，電力会社の入札分布関数のもとで，
混合戦略均衡の存在が示される． 
入札データを用いて，PPS の入札関数およ

び電力会社の入札分布関数を推定するには
入札案件の属性を，それぞれの費用関数に関
連付け，入札額を上の均衡条件によって導き 



出し，間接推定によって費用関数の推定を行
うことができる．さらにこの推定結果を踏ま
えて，入札市場への PPS 参入の活発化，ある
いは費用の面で劣位にあるPPSへの優遇政策
（preferential treatment）などの競争促進
政策が，消費者・電力会社・PPS それぞれに
たいする厚生水準の変化や，市場取引におけ
る効率性（低費用で供給可能な入札者が消極
的なあまり，より高費用でしか供給できない
入札者が落札してしまう確率）に関する分析
も行うことができる．構造推定の結果から，
上記の政策効果計測の結果をまとめると，電
力会社が高い利潤を得ている入札案件が多
く（特に，ベースロード電源等の存在によっ
て相対的に低費用で供給可能と考えられる，
負荷率が高い入札案件），競争促進効果によ
って，電力会社の得ていたレントが，PPS へ
再配分されるとともに，消費者の余剰を引き
上げる（消費者の支払額を引き下げる）効果
を持つことが示された（下図参照）．また，
適度に新規参入者側を優遇し，競争を促進し，
電力会社の入札に関しての積極性を引き出
すことで，非効率の発生確率引き下げる可能
性があることが示された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図：消費者の期待支払い 
（横軸は PPS への優遇率） 
 
第二段階では，動学的枠組みにおける入札

モデルを提示する．第一段階における静学モ
デルの一つの問題点は，ある時点で，将来機
関における入札を行う際，すでにその将来期
間においてはこれまでの落札結果から供給
予定が決まっている．特にPPS側にとっては，
供給可能量あるいは既決の供給計画は一つ
の重大な制約であるため，これまでの落札履
歴を踏まえた動学的な入札額の決定を考慮
する必要がある． 

この点を踏まえて，PPS の入札意思決定に
関して，次のようなベルマン方程式を考える．  
最初に供給費用に大きな影響を与える要

因として，すでに供給契約済みの案件に関す
る平均的な負荷率を挙げることができる．こ
の平均負荷率に関する推移式を定式化する． 
 

 
この推移式は，当期において落札場合，D=1
となり，現時点で持っている当該供給時点の
負荷率を落札した契約電力量と契約電圧で
更新していることを表す．ただし，予定通り
需要家が契約電力量を均等に利用し続ける
とは限らないため，当期の平均負荷率にε分
だけ変動するが，契約終了時にはトータルで
契約料をほぼ使い切る形になるのでは回帰
分析の誤差項のように平均 0を仮定する． 
次に PPSが落札する場合と落札できない場

合を考慮して，ベルマン方程式を次のように
定義できる． 
 
 
 
 
 
 

 
ここで ｄは次のように定義される． 
 
 

 
前者は落札できなかった時の将来的な利益
の現在価値であり，後者は落札した場合の将
来的な利益の割引現在価値である．これらは
PPS が持つ平均的な負荷率が変化することを
通じて供給費用が変化することを反映して
いる．したがってｄという項は，PPS の落札
を通じた動学的な機会費用と考えることが
できる．この観点からベルマン方程式を見る
と，二つ目の等号の後ろの第一項は，供給費
用が通常のｃに加え，機会費用を加えた c+d
となってはいるが，入札関数を求めるうえで
は静学モデルと同じである．この点を踏まえ，
電力会社とPPSの非対称な費用を持つ入札市
場モデルは，ｄの部分に価値関数に基づく機
会費用が含まれるものの，第一段階で求めた
入札関数をそのまま用いることができる． 
構造推定や政策シミュレーションを行う

上で，価値関数を求める必要がある．既存文
献にならって，状態変数によって（ここでは
平均負荷率の 20％から 60％までを 5％ごと
に）離散化し，ベルマン方程式を満たすよう
に価値関数の水準を定める．ただし，負荷率
が集中している領域が限定されているため，
状態変数による離散化を慎重に行う必要が
あり．現時点では不安定な価値関数しか求め
られておらず，したがって推定結果も不安定
なままである．現在この点を改善すべく価値
関数に関する複数の方法を用いて改訂を行
っている． 



非線形パネルデータモデルにおけるモデ
ルに関するバイアス修正に関して，既存文献
において，一方向の固定効果（例えば横断面
方向のみ）に関しては，いくつかの方法が提
示されており，二方向の固定効果（例えば横
断 面 ・時系 列 の両方 向 ）につ い て も
Fernandez-Val and Weidner (2015)などの結
果が知られている．後者の結果は最尤法によ
る結果についてのみ示されており，かつ経済
学の実証研究で頻繁に用いられている二段
階推定モデルへの拡張がなされていない．そ
こで，本研究では，一般的な extremum 
estimator に関して，二方向固定効果が存在
する下での推定量のバイアス修正に関する
結果を導き，それを二段階推定のケースにも
拡張した．さらに，標本選別モデルを例にと
り，推定量の有限標本特性をモンテカルロ実
験で確認した．その結果が以下の表である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
標本選別モデルは，第一段階の二項選択モ

デルと第二段階の標本選別項を含む線形回
帰モデルからなる．上記の表から標本サイズ
があまり大きくないケースでもバイアス修
正は十分効果を発揮しており，状態依存的な
二項選択モデル（現在の選択が，過去の選択
に依存する二項選択モデル）の場合でも，バ
イアスの程度は少し大きくなるもののバイ
アスは修正されている． 
以上の理論的・実験的な結果を踏まえ，貿

易理論の構造モデルに関して，貿易関係の有
無と貿易量の決定に関する標本選別モデル
の推定へ適用した．この構造モデルでは，観

測されない異質性が，輸出国効果および輸入
国効果として必然的に二方向の固定効果と
してあらわれることから，我々の考察してい
る枠組みに合致している．また貿易関係を世
界全体とするだけでなく，アジア諸国間ある
いはヨーロッパと南米などと部分標本を用
いるとき，必然的に小さいサイズの標本の用
いる必要があるため，上記のモンテカルロ実
験で確認したような我々の推定量のバイア
ス修正に関する特性を生かすことができる．
この推定結果はすでにワークショップで報
告し，2016 年度の学会でも報告予定である． 
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